






































要約

　出産や人工妊娠中絶に要した医療費が未払いになっている事例を調査し、経済的に問題

をかかえた妊産婦に対する支援のあり方を考察した。未払いになる背景には、低所得でロ

ーンをかかえていたり、夫やパートナーとの関係が不安定であったり、母子家庭で複数の

幼いこどもを育てていたり等、生活面で深刻な問題が存在していることが明らかとなった。

　医療機関の場における支援のあり方としては、医療スタッフと院内ケースワーカーとの

連携によるケースヘの関わりを中心として、保健所や福祉課等とのネットワークの効果的

な活用が有効である。経済的援助については、出産では助産券制度や健康保険からの分娩

手当金の給付等の手立てがあるが限界も大きい。一方、中絶や避妊については援助の道は

殆どない状態である。

　性成熟期の女性のリプロダクティブヘルス/ライツの中心的課題である、妊娠出産に関

する女性の自己決定権を保障するためには、医療・教育・福祉いずれの面からも支援する

ことが重要であるが、それに必要な経済的負担に対する支援も考慮されねばならない。


